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１  はじめに――民間とは異なる公務員の勤務時間制度 
 




１  官庁ノ執務時間ハ日曜日及休日ヲ除キ午前８時 30 分ヨリ午後５時迄トス但
シ土曜日ハ午後零時 30 分迄トス 
２  土地ノ状況ニ依リ又ハ事務ノ性質上必要アル場合ニ於テハ主務大臣ハ総務大
臣ノ許可ヲ得テ前項ノ執務時間ノ変更、繰替又ハ延長ヲ為スコトヲ得 













































                                                  
1  たとえば、人事院［2005］を参照。具体的には「一律に午前８時 30 分から午後５時までと
されている官庁執務時間を見直し、各府省において、地域や業務の実情を踏まえニーズに対
応した開庁態勢をとりやすくする」ことが、そこでは提言されている（９～10 頁） 。 










場合には「一般職の職員の給与に関する法律」 （給与法）16 条および 17 条に規定
する超過勤務手当や休日給4の計算基礎となる「勤務１時間当たりの給与額」 （同
法 19 条）5が、民間より少なくてすむという話にもなった。 
勤務時間法の改正に伴い、2009 年４月以降、国家公務員については、労基法に













                                                  
4  なお、割増率は３割５分と同じであるとはいえ、週休日の勤務に対しては超過勤務手当が、
休日の勤務に対しては休日給が、それぞれ支給されることに注意。ちなみに、代休日という
概念も、こうした休日についてのみ存在する。勤務時間法 15 条を参照。 
5  なお、同条は、これを「俸給の月額並びにこれに対する地域手当、広域異動手当及び研究員
調整手当の月額の合計額に 12 を乗じ、その額を１週間当たりの勤務時間に 52 を乗じたもの
で除して得た額とする」と定めており、祝日等の日数に相当する時間はそこでいう「１週間
当たりの勤務時間」に含まれることになる。 




割増賃金の算定基礎とする旨、労基法施行規則 19 条１項４号は定めている。 







1.2  年次休暇だけではない公務員の有給休暇 
民間企業とは違い、公務員の世界では数多くの休暇制度が整備されている。年
次休暇、病気休暇および 17 種類を数える特別休暇がそれであり、年次休暇はも
とより、 そのすべてが常勤職員の場合、 有給の休暇であるところに特徴がある10。 
まず、勤務時間法 17 条に定める年次休暇については、労基法 39 条１項および
２項の定めるところとは異なり、８割出勤の要件を規定した定めがない。休暇の
付与日数は 20 日が原則とされ（勤務時間法 17 条１項１号） 、採用１か月目から
２日の休暇が付与される（人事院規則 15－14「職員の勤務時間、休日及び休暇」
18 条の２第１項１号、別表第１。なお、在職期間が 11 か月を超えると、休暇の

















いえる。小嶌［2007］66 頁以下のほか、小嶌［2009ａ］42 頁以下を参照。 





















額が支給され（健康保険法 99 条） 、傷病手当金も保険給付である以上、租税その




特別休暇の種類・内容  常勤職員（有給）  非常勤職員 















                                                  
11  たとえば、 「国立大学法人大阪大学教職員の労働時間、休日及び休暇等に関する細則」９条
２項および附則第２項を参照。 
12  詳しくは、日本年金機構設立委員会［2008］２頁を参照。 7 
 
４  災害援助等のボランティア 
５  結婚 
６  産前 
７  産後 
８  授乳等、育児時間 
９  妻の出産 
10  妻の産休期間中の子の養育 
11  子の看護 
 
12  親族の死亡（葬祭・服喪） 
 
13  父母の追悼（法事） 










６週間 （多胎妊娠は 14 週間）
８週間 
















































                                                  

























える改正告示（平成 15 年厚生労働省告示第 354 号）が施行されたときも、これ
に同調してアクションを起こした私立大学はほとんどなかった。 
コンプライアンスを過剰に意識した国立大学だけが、一途に裁量労働制の導入
                                                                                                                             
育児・介護休業法 16 条の２以下を参照。いずれも、法律上は有給とすることが義務づけられ
ておらず、無給とすることが可能。 














2.1  裁量労働制導入に伴う労働時間のみなし――鍵となる休日の扱い 
休憩時間については、一斉付与の原則があるとはいうものの、労使協定を別途











                                                  











19  菅野［2008］297 頁を参照。 




























従事するものに限る。 ） 」 。 
専門業務型裁量労働制の対象業務について定める大臣告示（平成９年労働省告































                                                  
21  なお、現行通達の文言はこれとはやや異なるが、その趣旨に変更はない。 
22  なお、２日後の３月 25 日には、末尾の「べきである」を削除した文章が、同日閣議決定を
みた「規制改革・民間開放推進３か年計画（改定） 」にそのまま盛り込まれ、措置事項欄には
「措置済」と記されることになった（周知方法としては、リーフレットへの記載という方法
が採用された） 。 12 
 
この問題が一定の解決をみたのは、入試問題の解決からさらに 1 年近い月日が



























                                                  
















3.1  時間外労働の上限設定にも工夫が必要 
三六協定には、 「１日及び１日を超える一定の期間についての延長することが
できる時間」を定める必要がある（労基法施行規則 16 条１項） 。さらに、ここに











                                                  
25  なお、労使協定とかかわる「拒否権」の問題については、小嶌［2009ａ］59～61 頁を参照。 





27  ただし、１年単位の変形労働時間制を採用している場合には、これを１か月 42 時間、１年






なお、残業時間が１か月 45 時間、１年 360 時間という限度時間を超える者が
１人でもいる場合には、 特別条項を別途協定する必要がある。 「限度時間を超えて
労働時間を延長しなければならない特別の事情 （臨時的なものに限る。 ） が生じた








3.2  時間外労働の具体的事由の特定――公務員にはない無理の強制 
他方、三六協定には「時間外････労働をさせる必要のある具体的事由、業務の







                                                  
28  厳密にいうと、法定労働時間を超えて労働者に労働させることを禁止した労基法 32 条違反
となる。 
29  「特別の事情」が「臨時的なものに限る」とされたのは、2003 年 10 月22 日の告示改正に













公務員については、 「公務のために臨時の必要がある場合」 （労基法 33 条３項）














４  まとめにかえて――法改正への対応にみる「できることとできないこと」 
                                                  
30  日立製作所武藏工場事件＝最高裁平成３年 11 月 28 日第一小法廷判決のほか、その解説と
して、小嶌［2009ｃ］を参照。 





32  なお、2009 年２月 27 日に改定された、人事院の「超過勤務の縮減に関する指針」では、
１年 360 時間、特段の事情がある場合には 720 時間がその目安時間とされているが、いずれ
も「努めること」と定めるものでしかない。 

































                                                  











労基法（平成 20 年法律第 89 号、2010 年４月１日施行）の眼目は、いうまでも
なく１か月 60 時間を超える時間外労働をさせた場合における割増賃金率を現行
の２割５分以上から、５割以上に引き上げることにある（37 条１項の改正） 。 
このような時間外労働をさせる場合には、特別条項の定めが当然必要となり、














































                                                  
35  こうした現状を維持する場合、 労基法上の位置づけは法定外休暇ということになるが、 濫用
防止のためには、それもやむを得ないと考えられる。 
36  厚生労働省の「雇用均等基本調査」によれば、2009 年度における育児休業取得率は、女性
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